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 I　理論・一般

0．総　記　�

出生による子どもの差別は違憲	 二宮周平	 人権と部落問題	 66-6	 14.5
特集 差別・煽動と女性―ヘイト・スピーチを考える		  女たちの21世紀	 78	 14.6

ヘイト・スピーチをする「愛国女性」たち（対談）（雨宮処凛　北原みのり）煽動される女性差別　（亀永能布子）
「慰安婦」問題をとりまくヘイト・スピーチと闘う（方清子）日本政府・政治家が主導する差別煽動（金　優綺）
反天皇制と反ヘイト・スピーチ（桜井大子）「女が憎くて仕方ない！！」（貝和里江）ヘイト・スピーチの基礎
知識（前田　朗）「人種差別」と「女」（辛　淑玉）

*緑の党	 小野　一著	 講談社	 B6.270	 14.9
*再魔術化する都市の社会学	 園部雅久著	 ミネルヴァ書房	 A5.309	 14.10
*地域は消えない	 岡崎昌之編　全労済協会監修	 日本経済評論社	 B6.378	 14.10
*復興への基軸		  全国勤労者福祉・共済振興協会	 A4.37	 14.9

1．ジェンダー・フェミニズム・女性論　�

性役割分業への回帰現象に関する研究	 開内文乃	 紀要　社会学・社会情報学（中央大）	 24	 14.3
Hokusei Jo Gakko reports in the Christian mission magazine, Woman's Work for Woman		 James.E.Allison
		  北星学園大学社会福祉学部北星論集（北星学園大）	 51	 14.3
*クラーラ・ツェトキーン	 伊藤セツ著	 御茶の水書房	 B5.1059	 13.12
*女性学・ジェンダー研究の現在		  大阪府立大学女性学研究センター	 A5.153	 14.3

2．労働論　�

移動的労働市場論と社会的排除・包摂論	 我孫子誠男	 公共研究（千葉大）	 10-1	 14.3
3．労使（資）関係論　�

特集 集団的労働条件決定システムの国際比較		  連合総研レポートＤＩＯ	 290	 14.2
ドイツにおける雇用・労使関係政策の新たな局面（毛塚勝利）フランスの労使交渉システムと賃金決定の課題（松
村文人）韓国における労働組合の変容と労使交渉の課題（安　周永）

松村文人編著　藤井浩明＋木村牧郎著『企業の枠を超えた賃金交渉―日本の産業レベル労使関係』（書評）
	 早川征一郎	 大原社会問題研究所雑誌	 666	 14.4
アベノミクス賃金政策と労使関係	 兵頭淳史	 生活経済政策	 625	 14.6

5．経営労務論　�

乗杉澄夫・岡橋充明著『ホワイトカラーの仕事とキャリア―スーパーマーケット店長の管理』（書評）
	 佐藤　厚	 大原社会問題研究所雑誌	 665	 14.3

7．社会保障論　�

社会保障と税の一体改革（第２回）	 下村道明	 月刊労働組合	 596	 14.4
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餓死・孤立死の頻発まねく消費税増税　脱貧困の社会保障が過労死なくす（インタビュー）
	 （唐鎌直義）	 国公労調査時報	 617	 14.5
イタリアにおける社会保障制度の形成過程における普遍性に関する考察
	 宮崎理枝	 大月短大論集（大月短大）	 45	 14.3
安倍政権の社会保障改革と憲法二五条による対抗軸	 岡﨑祐司	 人権と部落問題	 66-6	 14.5

8．社会福祉論　�

永田祐著『住民と創る地域包括ケアシステム―名張式自治とケアをつなぐ総合相談の展開』（書評）
	 中囿桐代	 大原社会問題研究所雑誌	 665	 14.3
三富紀敬著『介護者の健康と医療機関―健康格差論の射程』（書評）
	 太田貞司	 大原社会問題研究所雑誌	 667	 14.5
笹谷春美著『フィンランドの高齢者ケア―介護者支援・人材養成の理念とスキル』（書評）
	 橋本美由紀	 大原社会問題研究所雑誌	 667	 14.5

11．職業教育・訓練論　�

特集 大学生の社会認識の契機をつくるためのキャリア教育のあり方
		  福岡大学研究部論集Ａ：人文科学編（福岡大）	 13-3	 14.1

大学生に対するキャリア形成支援のあり方の検討（植上一希）「キャリア形成支援ゼミ」の企画・実施（植上一希）

 II　労働問題

20．総　記　�

2014年度日本経済の姿（改定）	 連合総研	 連合総研レポートDIO	 290	 14.2
依然深刻な過重労働と健康悪化	 三浦宜子	 医療労働	 567	 14.4

「授業アンケート」を組み込んだ大阪府の教員人事考課	 （報告：林茂樹　熊沢誠）	 職場の人権	 86	 14.4
福島原発で働く人を守れ！（インタビュー）	 （吉川彰浩　重村淳）	 連合	 26-12	 14.3
*大学×非正規×女性の〈貧困〉を問う		  「大学非常勤職員のワークライフバランス」研究会	 A4.121	 14.2
*「非正規大国」日本の雇用と労働	 伍賀一道著	 新日本出版社	 A5.362	 14.10
*職業資格の取得とキャリア形成に関する調査		  労働政策研究・研修機構	 A4.247	 14.10

21．雇用・労働市場　�

行き過ぎた規制緩和に歯止め（インタビュー）	 （松永次央）	 月刊労働組合	 594	 14.2
改正労働契約法を力に雇止めに和解	 月川俊雄	 月刊全労連	 208	 14.6

22．労働条件　�

特集 国際標準からみた日本の労働―労働運動の弱体化がデフレ長期化の一因		  月刊労働組合	 594	 14.2
大きすぎる賃金格差（松村文人）労働組合の規制力に差（榊原嘉明）失業すれば一気に不安定化（木村牧郎）
先進国の中では最低水準（須田　孝）大きく立ち遅れる日本（酒井和子）

新会社への転籍は拒否できるか	 東京共同法律事務所	 月刊労働組合	 595	 14.3
高橋俊介著『ホワイト企業―サービス業化する日本の人材育成戦略』（書評）
	 城野　博	 連合総研レポートDIO	 291	 14.3

「ブラック企業」対策に必要な教育とは	 南雲智映	 連合総研レポートDIO	 292	 14.4
限定正社員はディーセントな働き方か？	 濱口桂一郎	 生活経済政策	 625	 14.6
農業労働の実態をよく知ったうえで労基法41条の改正を視野に入れた議論を（インタビュー）
	 （道幸哲也）	 連合	 27-1	 14.4

23．賃金問題　�

日本の賃金は高いのか		  月刊労働組合	 594	 14.2
低賃金化と資本の蓄積		  月刊労働組合	 595	 14.3
貯金取り崩してやっと生活を維持　８割超が「賃上げが重点課題」
	 自治労・全国一般評議会	 月刊労働組合	 595	 14.3
実態調査からの要求		  月刊労働組合	 596	 14.4
同一価値労働同一賃金原則の今日的重要性	 森ます美	 生活経済政策	 625	 14.6
安倍政権下における家事労働者の導入について	 安里和晃	 生活経済政策	 625	 14.6
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25．ホワイトカラー労働　�

安倍政権の野望と労働者	 牧野富夫	 経済	 227	 14.8
26．パート・派遣労働　�

大きく下落した時給　貯金取り崩しやダブルワークも	派遣労働ネットワーク
		  月刊労働組合	 595	 14.3
パート労働者の声を集め労使で具体的な処遇改善・制度づくりを（インタビュー）
	 （南部美智代）	 連合	 27-2	 14.5
特集 非正規処遇改善のいま	 ひろばユニオン		  628	 14.6

契約社員に大幅ベア　高める意欲（栗山真人）パート時給　評価制度と定昇制度	（田岡庸次郎）重要戦力　契約
社員4700人を正社員化（窪田義明）一時金・退職金　パートにも支給（萩原一人）有期雇用「通算３年」で無
期転換（土居純二）諸休暇・残業手当　進む待遇改善（鈴木　恵）

特集 多様化による非正規社員の活用		  産業訓練	 698	 14.7
労働者派遣制度の改正について（奥山明良）実際やってみてわかる，非正社員教育の難しさ（佐野　哲）

28．女性労働　�

女性起業家の実像と意義	 藤井辰紀・金岡諭史	 日本政策金融公庫調査月報	 67	 14.4
中小企業の女性経営者の実態	 川澄文子	 日本政策金融公庫調査月報	 67	 14.4
職場から男女差別をなくすため奮闘	 出口　潔	 月刊全労連	 205	 14.3
男女平等参画推進は連合の将来を左右する重要な取り組み（インタビュー）
	 （曽根崎義治）	 連合	 27-2	 14.5
女性高齢者による起業活動の組織内管理	 蒲澤晴美	 経済科学論究（埼玉大）	 11	 14.4

29．児童労働　�

従来のアプローチを超えて，児童労働を考える	 カリド・ハッサン	 世界の労働	 14-2	 14.4
30．若年労働　�

特集 若者雇用と労働教育		  連合総研レポートＤＩＯ	 292	 14.4
日本型就職・雇用モデルの崩壊と教育の課題（児美川孝一郎）ブラック企業の実態とその対策（今野晴貴）高
校から広げる労働教育（成田恭子）「ワークルール教育推進法」がめざすもの（小島周一）

元ひきこもりの若者が創ったNPO	（報告：横山泰三　コメンテーター：渡邊太）	 職場の人権	 86	 14.4
若年女性と貧困	 山口恵子	 電機連合NAVI	 52	 14.春
特集 ヨーロッパの最近の労働事情		  労働調査	 530	 14.5

フランスの若者の雇用状況と「活動的連帯所得手当」（RSA）（宮島　喬）イギリスの若年者失業と就労支援（丸
谷浩介）イタリアにおける労働問題；若年雇用の諸相（小寺京子）

*若年者雇用支援施策の現状と更なる発展に向けての課題		  労働政策研究・研修機構	 A4.214	 14.11
31．中高年労働　�

特集 高齢者雇用のこれから		  労働調査	 529	 14.4
65歳まで希望者全員雇用時代における高年齢者の人事管理と労働組合の役割（大木栄一）中高年齢者に対する
教育訓練政策の現状と課題（藤波美帆）改正高年齢者雇用安定法の施行に，企業はどのように対応したのか（荒
川創太）改正高齢法施行後の高齢者雇用の状況と今後の取り組み（髙松和夫）

特集 高齢期まで働くためのワーク・ライフ・バランス		  エルダー	 36-7	 14.7
既存の制度を有効に活用して介護離職を防ぐ（インタビュー）（矢島洋子）アンケート結果から見えた，親の介
護と離職（奥野　哲）

32．障害者労働　�

発達障害者の就労支援	 野口勝則	 ノーマライゼーション	 34-4	 14.4
33．外国人労働　�

韓国人IT技術者の送り出し過程と日本の外国人高度人材受け入れ
	 宣元錫・松下奈美子・倉田良樹・津崎克彦	 移民政策研究	 6	 14.5

36．ハラスメント　�

労働相談統計から見える過酷な労働実態と対策	 重松淳平	 月刊全労連	 206	 14.4
相談から学習重ね組合結成　パワハラ職場を変えた	 藤倉政臣	 月刊全労連	 207	 14.5
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パワハラを許さない職場づくりへ　労働組合は安全衛生の徹底を（インタビュー）
	 （笹山尚人）	 国公労調査時報	 619	 14.7

37．勤労者意識　�

特集 労働の価値―働くことと幸せの関係		  連合総研レポートDIO	 291	 14.3
働くことが幸せであるために（小塩隆士）仕事の質と生活の質（桑原　進）無償労働を評価する（橋本美由紀）

経済統計からみた国民生活の現状と動向（72）	 田上喜之	 厚生の指標	 61-6	 14.6
38．生活問題　�

生活困窮者自立支援法の意義と今後の課題の解決に向けて（講演）	 宮本太郎	 連合	 26-12	 14.3
生活困窮者支援を考える（パネルディスカッション）
	 （遠藤智子　玉城勉　蟇田薫　大川昭博　遠藤拓　コメンテーター：宮本太郎）	 連合	 26-12	 14.3

 III　労働運動

40．総　記　�

労働組合がなければ生きていけない	 東海林智	 国公労調査時報	 617	 14.5
労働者の主体を強化せよ！　いまが歴史の転換期である	 二瓶久勝	 社会評論	 176	 14.春
限定正社員，高齢者，非正規等の問題への労働組合の対応　小川英郎	 労働法学研究会報	 2573	 14.5.15
ジェンダー平等の実現をめざして（講演）	 （伍淑子）	 季刊労働行政研究	 33	 14.冬・春
*若きも老いも充実した人生のための道しるべ		  NTT労働組合	 A4.138	 14.7

41．労働組合・運動論　�

2014春闘を振り返って考える	 鍋田周一	 労働と経済	 1577	 14.4
職業はオルガナイザー（座談会）	 （北川啓子　寺山早苗　小平晃子　進行：村上陽子）	 連合	 27-2	 14.5
二人三脚で男女平等推進　地方連合会インタビュー（インタビュー）
	 （勝又真由美　渡辺直志　聞き手：菅村裕子　坂上恵理子　鈴木誠　聞き手：佐藤太郎　椋本麻友　升田勝　

聞き手：鈴木るり　中村延枝　吉田正　聞き手：曽根崎義治）		  連合	 27-2	 14.5
特集 「労働組合」	 産政研フォーラム		  102	 14.Summer

労働組合への期待（安川彰吉）労組による三つの対話が日本を強くする（藤村博之）労働組合と企業のソーシャ
ル・キャピタルの形成（野田知彦）

42．ナショナルセンター　�

14年版『連合白書』を読む	 菅原修一	 月刊労働組合	 594	 14.2
労働者保護ルール改悪阻止，デフレ脱却にどう挑む（インタビュー）
	 （古賀伸明　聞き手：柴山延子）	 連合	 26-10	 14.1
連合の取り組み　東日本大震災からの復興・再生の着実な推進に向けて（インタビュー）
	 （髙松和夫　春田雄一　西野ゆかり）	 連合	 26-12	 14.3
古賀会長と非正規・パート組合員・組合リーダーとの交流・対話集会
	 （連合千葉・連合長野・連合北海道・連合東京）	 連合	 27-2	 14.5

43．地域別，産業別共闘　�

消費税増税ストップを地域から～一点共闘から広がる共同～	 嶋村新一	 月刊全労連	 205	 14.3
松川運動のように地域医療を守り，原発ゼロをめざして	 佐原成典	 月刊全労連	 206	 14.4
４つの地区労で取り組んだ原発ゼロ！　紀南アクション	 吉本和広	 月刊全労連	 207	 14.5
共闘する全８単組で最賃協定を締結	 土屋義嗣	 月刊全労連	 208	 14.6
未組織の仲間との繋がりづくりを１歩ずつ	 三浦宣人	 月刊全労連	 208	 14.6

44．単産，単組　�

港ヨコハマ―仲間に寄りそいとことん筋を通す組合がある	 木下芳宣	 月刊全労連	 206	 14.4
原発事故災害から真の復興めざし安全な食と暮らし，いのちを守る	 木下芳宣	 月刊全労連	 208	 14.6
全国でキラリ働き女子つなが～る中！㉓～㉗	 中西望，古田小綾香，釜口清江，池田歩，中川育江
		  連合	 26-10，26-11，26-12，27-1，27-2	 14.1，14-2，14-3，14-4，14-5
*《元ゼンセン同盟副会長・中央労福協事務局長》菅井義夫オーラル・ヒストリー　（	南雲智映，聞き手：島西智輝）
	平成26年度日本学術振興会科学研究費補助金［基盤研究（B）］研究成果報告書［課題番号:23330115］
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			   A4.260	 14.8
45．団体交渉，労働協約　�

特集 団体交渉権をめぐる諸問題		  労働法律旬報	 1814	 14.4下旬
団交拒否事例における「使用者」の判断基準（中島正雄）派遣先の団交応諾義務（井上耕史）管理運営事項と
団体交渉（平和　元）不誠実団交（中西　基）

46．賃金闘争（含　生活改善闘争）　�

「労務単価上げろ」３千人の声　社会保険の完備，若者の育成も課題に
	 全建総連東京都連合会	 月刊労働組合	 595	 14.3
大手48組合が１％以上ベア要求	 金属労協	 月刊労働組合	 595	 14.3
１％，2500円以上	 UAゼンセン	 月刊労働組合	 595	 14.3
ベア3700円以上	 私鉄総連	 月刊労働組合	 595	 14.3
14春闘，集中回答での引き出し状況から見えてくること	 新井栄三	 月刊労働組合	 596	 14.4
ベア2700円獲得	 トヨタ労組	 月刊労働組合	 596	 14.4
ベア回答も額に格差	日産・ホンダ・マツダ・ダイハツ工業・スズキ	 月刊労働組合	 596	 14.4
妥結平均は約６千円	 JAM	 月刊労働組合	 596	 14.4
王将で１万円の賃上げ	 UAゼンセン	 月刊労働組合	 596	 14.4

「底上げ」の原資はどこから？	 龍井葉二	 連合総研レポートDIO	 290	 14.2
労働組合の存在を示す春闘に	 江森孝至	 連合総研レポートDIO	 291	 14.3
憲法を活かして賃金・雇用・生活改善と組織拡大をすすめる	 福富保名	 月刊全労連	 206	 14.4
労働者が団結し立ち上がれば賃上げを実現できる2014年春闘	 三木陵一	 月刊全労連	 206	 14.4
2014年春闘は賃上げの絶好のチャンス	 鈴木蔵人	 月刊全労連	 206	 14.4
賃上げ・要求実現にこだわる春闘を	 青池香子	 月刊全労連	 206	 14.4
中小企業と労働者・国民のくらしを守るため，積極的なたたかいを
	 服部　幹	 月刊全労連	 206	 14.4
安倍政権の暴走を許さず　大幅賃上げと労働条件改善で働き続けられる職場を
	 木口　栄	 月刊全労連	 206	 14.4
特集 いざ，2014春季生活闘争　今こそ賃上げ，デフレ脱却　「月例賃金」にこだわった要求・交渉を！
		  連合	 26-11	 14.2

物価上昇・景気回復と同時の賃上げを実現しボトムアップで中小，非正規への波及を！（須田　孝）各職場で
の法を上回る取り組みこそが労働者保護ルール改悪阻止の力になる（新谷信幸）連合白書ダイジェスト（鶴岡
啓之・曽原倫太郎）今季は「賃上げ」実現の大きなチャンス　経済好循環へ積極的なストーリーを描け（金子良事）
日本経済のパフォーマンスは悪くない　課題は若者切り捨ての経済構造是正だ（大瀧雅之）

2014　春季生活闘争をテーマに	 編集部	 連合	 26-12	 14.3
49．権利闘争　�

未組織労働者の「駆け込み寺」　マツダ訴訟・地裁に続き高裁の勝利を
	 西岡健二	 月刊全労連	 205	 14.3
トラック労働者からの相談　会社は過去にも問題多発	 野口正良	 月刊全労連	 205	 14.3
非正規の待遇改善へ成果を1つひとつ	 飯塚　敦	 月刊全労連	 207	 14.5

50．政策制度闘争　�

橋下市政下での地域福祉を守るたたかい	 西岡健二	 月刊全労連	 207	 14.5
底上げ実現，労働者保護ルール改悪阻止へ全力を挙げる（インタビュー）
	 （神津里李生）	 連合	 26-11	 14.2
異議あり！　2014年度税制改正	 峰崎直樹・岸本周平・川島千裕	 連合	 27-1	 14.4

51．教育文化宣伝活動　�

篠田教授の「労働文化」耕論　（18）～（22）	 篠田　徹	 連合
			   26-10，26-11，26-12，27-1，27-2	 14.1，14.2，14.3，14.4，14.5

52．労働組合と政治　�

特集 組合員政治意識総合調査報告書		  国際経済労働研究	 1039	 14.4
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第48回共同調査・前編（2012年衆議院選挙）組合員政治意識総合調査・報告書（東正訓・國分圭介）第48回
共同調査・後編（2013年参議院選挙）組合員政治意識総合調査・報告書（東正訓・國分圭介）

特集 14春闘と国民的共同		  月刊全労連	 205	 14.3
「憲法をいかして，くらし・雇用・平和をまもろう」と訴えた「かがやけ憲法！　全国縦断キャラバン」（高橋信一）
憲法が行きわたる社会の実現を憲法キャラバンで対話と共同広がる（出口憲次）「雇用の安定なくして地域の安
定なし」対話活動で共通認識の広がりを実感（越後屋建一）地域を中心に全県自治体訪問（藤谷友一）現場の
実態と要求を力に，地域での要求運動と組織化を（神田雄一）2014年税制「改正」での消費税８％には道理は
ない（樋口充喜）

53．労働組合と社会問題，社会運動　�

官製ワーキングプアをなくす取り組み	 俵　正好	 月刊全労連	 206	 14.4
54．労働者福祉・協同組合運動　�

民間非営利セクターによる活動の重要性	 薦田隆成	 連合総研レポートDIO	 292	 14.4
非営利・協同の10年	 富沢賢治	 いのちとくらし研究所報	 46	 14.3
*「おしゃべりパーティ」によるコミュニティの再建	 加賀美太記（研究代表者）
		  全国勤労者福祉・共済振興協会	 B5.98	 14.9

 IV　経営労務

60．総　記　�

【資料】経団連『経営労働政策委員会報告2014年版』		  月刊労働組合	 594	 14.2
特集 経団連『経労委報告』批判―賃金の社会性を否定，支払能力に逃げ込む		 月刊労働組合	 595	 14.3

第３章「経営側の基本姿勢」を読む（松本重延）マクロの労働分配率と春闘（浅井茂利）企業の貯蓄超過が意
味するもの（早川行雄）経団連「2014年版経営労働政策委員会報告」に対する連合見解（連合）デフレ脱却と
経済成長のためには賃上げが必要（金属労協）

経団連『経営労働政策委員会報告』の欺瞞性	 松本　朗	 月刊全労連	 206	 14.4
*松下幸之助と稲盛和夫に学ぶリーダーシップの本質	 加藤靖慶著	 中央経済社	 A5.202	 14.12
*アジアへ進出する中堅・中小企業の“失敗しない”人材活用術
 	 島森俊央, 吉岡利之著	 日本生産性本部生産性労働情報センター	 A5.176	 14.12

62．賃金管理　�

遠藤公嗣編著『同一価値労働同一賃金をめざす職務評価―官製ワーキングプアの解消』（書評）
	 五十嵐仁	 大原社会問題研究所雑誌	 665	 14.3

64．定年制，退職金，企業年金　�

特集 あらためて見つめ直す基金業務のイロハ		  企業年金	 417	 14.5
基金業務はやりがいのある仕事（川出龍一郎）基金業務にまつわるベテラン事務長の本音トーク（座談会）（座
談会参加者：蔭山治伸　板倉智宏　鈴木昭彦　柴田俊昭　富田政也　オブザーバー：井上勉　司会：守屋潔）

66．教育・訓練　�

「人材育成・活用と雇用」をテーマに	 編集部	 連合	 26-10	 14.1

 V　労働・社会政策

70．総　記　�

特集 障害者権利条約，批准―これからの社会を考える		  月刊福祉	 97-6	 14.5
障害者権利条約とは（小澤　温）障害者権利条約実施（長瀬　修）「他の者と平等に地域で暮らす」を基本に（尾
上浩二）「病気」は「障害」か？（青木志帆）「働く（労働および雇用）」視点から多様な就労を考える（松井亮
輔）施設と社会（白江　浩）権利条約をいかに奏でるか（藤井克徳）

〝雇用改革〟で賃金42兆円減少	 藤田　宏	 月刊労働組合	 596	 14.4
特集 電力自由化と再生可能エネルギー	 生活協同組合研究		  459	 14.4
地域からのエネルギー政策（小磯修二）ドイツのエネルギー大転換への挑戦（木村啓二）再生可能エネルギーに
よる地域経済の活性化に向けて（柴田友厚）
所得格差，二極化と効用の不平等	 中村　保	 国民経済雑誌（神戸大）	 209-4	 14.4
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特集 子どもの貧困―漂流する若者たち		  月刊福祉	 97-7	 14.6
子どもの貧困とは（インタビュー）（話し手：阿部彩　聞き手：側垣一也）貧困のなかでおとなになるということ（中
塚久美子）問われる社会的養護の展開力（橋本達昌）「貧困の連鎖」を断ち切る取り組み（龍前航一郎）若者の
雇用をめぐる現状と課題（小杉礼子）格差社会のなかを漂流する若者たち（宮本みち子）

特集 子どもの貧困をなくすために		  民医連医療	 502	 14.6
貧困をなくし，子どもが大切にされる社会へ（中塚久美子）	子どもの貧困（春本常雄）お金の心配なく学べる社
会に（石丸武志）

71．雇用・労働市場政策　�

派遣労働―世界と日本の動向と課題	 毛塚勝利	 ワークアンドライフ　世界の労働	 14-2	 14.4
農業に関わる障害者就労支援事業にみる雇用問題の一考察
	 杉岡直人・畠山明子	 北星学園大学社会福祉学部北星論集（北星学園大）	 51	 14.3
アベノミクスの「あべこべ雇用改革」とたたかう	 中村和雄	 月刊全労連	 206	 14.4
特集 2014ニッポンの労働大問題　労働規制緩和とブラック企業を考える		  連合	 26-10	 14.1

労働基準監督官に聞く　いま，職場で何が起きているのか？（インタビュー）（労働基準監督官A（匿名）　労
働基準監督官B（匿名））連合アドバイザーに聞く　企業別労組の外に広がる無法地帯（インタビュー）（藤城康隆）
経済活動とは人間の営み　豊かさの中の貧困を見据えた「底上げ」こそ最優先課題（インタビュー）（浜矩子）
働く人の不安心理をあおり消費を抑制する政策は封印したほうが賢明だ（インタビュー）（仁田道夫）

特集 男性の育児・介護		  労働調査	 531	 14.6
なぜ“男性の”子育て参画なのか（武石恵美子）育てる男が主流（majority）の社会へ（高山ゆかり）男性の育
児参加に向けた取り組み等について（余田　彰）	「特定事業主行動計画」10年。意識改革で職場風土が変わった。

（後藤紀行）「男性の育児参加はなぜ進まないのか」（菅村裕子）男性の子育てを巡る諸課題（吉田大樹・小﨑恭
弘）男性による育児の必要性，男性による介護の困難性（永井曉子）

*雇用形態の多様化時代における企業外部労働力の包摂に関する研究	 本庄淳志
		  全国勤労者福祉・共済振興協会	 B5.95	 14.10

72．賃金政策　�

日本経済と賃上げ構造	（報告：伊藤正純　コメンテーター：福井工）	 職場の人権	 86	 14.4
公契約条例が必要な“ワケ”とその効果	 海老原秀典	 月刊全労連	 205	 14.3
特集 最賃闘争で賃金底上げを		  月刊全労連	 208	 14.6

最賃制度をめぐる国際的動向（大重光太郎）地方最低賃金審議会の運営に民主的ルールを（藤田安一）最賃1000円以
上，全国一律制の実現に向けて法改正も視野に入れた最賃闘争を！（伊藤圭一）最賃引上げのためにも中小企業支
援拡充を（藤田信好）どこでもだれでも時給1000円以上は待ったなし！（柳恵美子）医療における最賃闘争の必要性
について考える（森田進）東北の仲間との共同行動で実現した最賃底上げ（奥村榮）最賃裁判を突破力に，欧米並み
の全国一律最賃制実現を（水谷正人）最低生計費試算と地域時給調査で見えてきた最低賃金制度の矛盾（門田勇人）

76．社会保障政策　�

消費税増税と社会保障（上）	 塚田茂	 月刊労働組合	 595	 14.3
研究者の社会保障政策への対応について	 土田武史	 週刊社会保障	 2773	 14.4.21
フィンランドにおける成長戦略と構造改革	 小野島真	 生活経済政策	 624	 14.5

〝漂流〟する介護保険	 菅家功	 連合総研レポートDIO	 291	 14.3
女性の活躍と21世紀型社会保障制度への転換	 椋野美智子	 週刊社会保障	 2774	 14.4.28
韓国福祉国家の全体像	 金　成垣	 週刊社会保障	 2774	 14.4.28
朝日訴訟に学ぶ（３）	 尾藤廣喜	 賃金と社会保障	 1608	 14.4下旬
雇用保険の被保険者になったことの確認請求却下処分取消請求控訴事件・福岡高等裁判所判決（平成25年２月28日）	
		  賃金と社会保障	 1608	 14.4下旬
国民年金の制度的変遷における学生の取り扱い	 吉中季子	 名寄市立大学紀要（名寄市立大）	 8	 14.3
医療・介護一括法案と新基金	 大道　久	 週刊社会保障	 2775	 14.5.5/12
社会保障・税一体改革の課題と展望	 矢野　聡	 週刊社会保障	 2775	 14.5.5/12
子ども・子育て支援新制度における市町村の保育実施義務と子どもの保育を受ける権利（下）
	 伊藤周平	 賃金と社会保障	 1609	 14.5上旬
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特集 社会保障大改悪とたたかう		  月刊全労連	 207	 14.5
国民不在の社会保障改革（岡﨑祐司）生活保護制度大改悪の何が問題か（吉永　純）「丹後地方医療と介護の実
態調査」に取り組んで（松本隆浩）	「福祉は権利」をかかげて社会保障大改悪とたたかう（澤村　直）地方自治
体の施策と公務公共業務の拡充で，住民のいのちと暮らしを守る取り組みを（國貞亮一）神奈川における社会
保障大改悪とのたたかい（佐々木滋）安倍政権の悪政から住民のくらしを守る地方自治体を（竹内　創）社会
保障制度改悪とたたかう岡山県労働組合会議（伊原　潔）

医療・介護総合確保法案のねらいと課題（上）	 伊藤周平	 賃金と社会保障	 1611	 14.6上旬
口頭の保護申請と扶養義務に関する再審査請求を認容した二つの厚生労働大臣裁決（本号五八頁）
	 吉永純	 賃金と社会保障	 1611	 14.6上旬
アベノミクスが狙う200兆円　年金積立金はだれのもの？（シンポジウム）
	 （西沢和彦　駒村康平）	 連合	 27-1	 14.4
介護労働の実態と介護労働者から見た介護保険について	 白崎朝子	 科学的社会主義	 195	 14.7
７対１削減とマイナス改定で地域包括ケア病棟へ移行準備（インタビュー）
	 （万代恭嗣）	 社会保険旬報	 2570	 14.6.11
地域居住支援制度の構想	 高橋紘士	 社会保険旬報	 2570	 14.6.11
中小民間病院を守れ	 吉田静雄	 社会保険旬報	 2570	 14.6.11
医療・介護一括法案の八不思議	 川渕孝一	 週刊社会保障	 2780	 14.6.16

「規制国家」と社会保障	 森　周子	 週刊社会保障	 2780	 14.6.16
次期年金改正の課題	 江口隆裕	 週刊社会保障	 2781	 14.6.23
生活保護費の過払いと費用返還の方法	 稲森公嘉	 週刊社会保障	 2781	 14.6.23

77．社会福祉政策　�

インドネシアの地域コミュニティにおける相互扶助活動	 安留孝子	 週刊社会保障	 2773	 14.4.21
新たな第２のセーフティネット　生活困窮者自立支援制度の実施に向けて
	 小島　茂	 連合総研レポートDIO	 290	 14.2
2008年の診療報酬改定が医療ソーシャルワーカーの業務に与えた変化に関する一考察
	 小銭寿子・久永聖人	 名寄市立大学紀要（名寄市立大）	 8	 14.3
介護・社会福祉の人材養成の課題	 藤林慶子	 社会保険旬報	 2570	 14.6.11
*地域包括ケアと生活保障の再編	 宮本太郎編著	 明石書店	 B6.280	 14.11

78．労働法　�

会社の介入や「組合不要論」の危険性　労働運動の弱さ克服する努力必要（討論）
	 亀崎安弘	 月刊労働組合	 594	 14.2
法制化は時代の要請　労組の存在感の拡大へつなげよう（討論）
	 呉　学殊	 月刊労働組合	 596	 14.4
労働契約法第一八条の特例に関する特別措置法案	 古川景一	 月刊労委労協	 694	 14.4
労働協約に団交事項としないことが明示されている場合の，団交申入れの拒否と不当労働行為の成否
	 天野晋介	 中央労働時報	 1177	 14.5
中国の労使紛争と労使関係，労働法（２）	 熊谷謙一	 中央労働時報	 1177	 14.5
標準的労働関係との決別？（講演）	 ライムント・ヴァルターマン
	 解題・翻訳：緒方桂子	 労働法律旬報	 1817	 14.6上旬
労働者派遣法改悪で自治体職場はどうなる？	 河村　学	 季刊自治と分権	 56	 14.7
安倍・労働法制改悪との対決点（座談会）	（井上久　伊須慎一郎　萬井隆令） 	 経済	 227	 14.8
裁判所における労働訴訟の審理の迅速化について	 早田尚貴	 月刊労委労協	 696	 14.6
外国人労働者の人事労務管理と労働法	 土田道夫	 産政研フォーラム	 102	 14.Summer

79．労働判例　�

国・中労委（東京都・不当労働行為）事件・東京高裁判決		  労働法律旬報	 1814	 14.4下旬
国・中労委（大阪府教委・大阪教育合同労組）事件・東京高裁判決〈平26. ３.18〉
		  労働法律旬報	 1814	 14.4下旬
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国・中労委（大阪府教委・大阪教育合同労組）事件・東京地裁判決〈平25.10.24〉
		  労働法律旬報	 1814	 14.4下旬
添乗員に対する事業場外労働のみなし制適用の可否	 阿部未央	 労働法律旬報	 1814	 14.4下旬
阪急トラベルサポート（派遣添乗員・第２）事件	 最高裁第２小法廷判決	 労働法律旬報	 1814	 14.4下旬
定年に関する個別規定と事業所協定の関係	 小俣勝治	 労働法律旬報	 1814	 14.4下旬
海外ツアーの添乗員の労働時間は，どのように算定するの？	 大内伸哉	 労働基準	 66-5	 14.5
レガシィほか１社事件	 東京高等裁判所	 労働判例	 1086	 14.5.1
医療法人雄心会事件	 札幌高等裁判所	 労働判例	 1086	 14.5.1
オリエンタルモーター（割増賃金）事件	 東京高等裁判所	 労働判例	 1086	 14.5.1
全日本建設運輸連帯労組関西地区生コン支部（丙川産業ほか）事件	 大阪地方裁判所	 労働判例	 1086	 14.5.1
大阪府・大阪府（23年度任用）事件	 東京高等裁判所	 中央労働時報　別冊	 1460	 14.5
全日本建設運輸連帯労組関西地区生コン支部（関西宇部）事件	 大阪地方裁判所	 労働判例	 1087	 14.5.15
国・中労委（旧モービル石油・再雇用）事件	 東京地方裁判所	 労働判例	 1087	 14.5.15
株式会社ＭID事件	 大阪地方裁判所	 労働判例	 1087	 14.5.15
阪急トラベルサポート（派遣添乗員・第２）事件	 最高裁判所第二小法廷	 労働判例	 1088	 14.6.1
八重椿本舗事件	 東京地方裁判所	 労働判例	 1088	 14.6.1
地公災基金大阪府支部長（市立中学校教諭）事件	 大阪地方裁判所	 労働判例	 1088	 14.6.1
乙山株式会社事件	 大阪地方裁判所	 労働判例	 1088	 14.6.1
地公災基金広島県支部長（県立高校教諭）事件	 広島高等裁判所	 労働判例	 1088	 14.6.1
*多様な正社員に関する解雇判例の分析		  労働政策研究・研修機構	 A4.195	 14.10

80．労働委員会　�

日本的雇用慣行の現在と労働委員会の行方	 神林　龍	 月刊労委労協	 694	 14.4
大阪大学（雇止め団交）不当労働行為再審査事件		  中央労働時報	 1177	 14.5
全国社会保険協会連合会（解雇）不当労働行為再審査事件		  中央労働時報	 1177	 14.5
高島市事件		  中央労働時報　別冊	 1460	 14.5
海空運健康保険組合の団交拒否	 関口達矢	 労働法律旬報	 1817	 14.6上旬
コンビニエンスストアの加盟店主を労働組合法上の労働者と認めた岡山県労働委員会命令について
	 奥津　晋	 月刊労委労協	 696	 14.6
＊新潟県労働委員会年報　平成26年版		  新潟県労働委員会事務局	 A5.79	 15.3
＊山形県労働委員会年報　平成26年版		  山形県労働委員会事務局	 A3.40	 15.3
＊石川県労働委員会年報　平成26年版		  石川県労働委員会事務局	 A5.103	 15.3
＊山梨県労働委員会年報　平成26年版		  山梨県労働委員会事務局	 A5.62	 15.3
＊愛知県労働委員会年報　平成26年版		  愛知県労働委員会事務局	 A3.180	 15.3
＊栃木県労働委員会年報　平成26年版		  栃木県労働委員会事務局	 A3.30	 15.3
＊茨城県労働委員会年報　平成26年版		  茨城県労働委員会事務局	 A3.88	 15.3
＊岡山県労働委員会年報　平成26年版		  岡山県労働委員会事務局	 A3.79	 15.3
＊香川県労働委員会年報　平成26年版		  香川県労働委員会事務局	 A3.79	 15.3

 VI　世界労働

91．アジア　�

韓国鉄道労組22日間スト打ち抜く	 篠崎　肇	 月刊労働組合	 594	 14.2
特集 アジア労働運動との連帯―全世界を覆う賃金の〝下方平準化〟に歯止めを
		  月刊労働組合	 596	 14.4

日韓労働者連帯の課題（中村猛）起ち上がる女性労働者（広木道子）連帯のグローバル化へ（鈴木不二一）生
活できる水準を要求（労働大学調査研究所）

翁貞瓊・禹宋杬著『中国民営企業の雇用関係と企業間関係』（書評）
	 早川行雄	 連合総研レポートDIO	 290	 14.2
Young-Kee kim,Sangho Bae,Soonwon Kwon著『Union Social Responsibility』（書評）
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	 呉　学殊	 連合総研レポートDIO	 291	 14.3
中国の労働事情	 富賀見英城	 ワークアンドライフ　世界の労働	 14-2	 14.4
中国における先進国型の「専業主婦」と女性就業にかんする実証分析
	 石塚浩美	 大原社会問題研究所雑誌	 667	 14.5
着実に進展する農民組合組織化　農村の学校教育への組織的・継続的支援も	 中嶋　滋	 連合	 26-10	 14.1
総選挙をにらみ活発化する憲法改正論議　混乱のない民主化の進展を望む	 中嶋　滋	 連合	 26-11	 14.2
ベテランが定着しないと嘆く縫製企業　だが労働者は本当に「恩知らず」なのか	 中嶋　滋	 連合	 26-12	 14.3
これまでの「ビルマ民主化支援」活動と「ミャンマー農業労働者支援」のこれから	 中嶋　滋	 連合	 27-1	 14.4

「結社の自由の原則」に基づいたILO総会労働代表の選出に向けて	 中嶋　滋	 連合	 27-2	 14.5
93．ヨーロッパ　�

藤内和公著『ドイツの雇用調整』（書評）	 名古道功	 大原社会問題研究所雑誌	 666	 14.4
欧州諸国における賃金動向と団体交渉・協約の現状	 全労連国際局	 月刊全労連	 206	 14.4
派遣社員の均等待遇とセーフティネット	 稲葉霞織	 連合	 26-11	 14.2
急増する「ゼロ時間契約」	 冨久岡ナヲ	 連合	 26-12	 14.3

95．北アメリカ　�

全米自動車労組が歴史的敗北	 山崎　憲	 月刊労働組合	 595	 14.3
物語の力で人を動かし社会を変革するコミュニティ・オーガナイジング
	 マーシャル・ガンツ	 連合	 26-11	 14.2

98．国際労働運動　�

OECD労働組合諮問委員会（TUAC）経済政策作業部会	 小熊　栄	 連合総研レポートDIO	 292	 14.4
国際組織の枠を超えたグローバル化とのたたかい	 布施恵輔	 月刊全労連	 205	 14.3
アジアの平和，最低労働基準など共通課題を確認	 布施恵輔	 月刊全労連	 208	 14.6

99．ILO，国際機関　�

ILOが「世界の雇用情勢」を分析	 篠崎　肇	 月刊労働組合	 596	 14.4
特集 第26回国際労働問題シンポジウム　高齢者雇用と社会的保護		  大原社会問題研究所雑誌	 667	 14.5

2013年のILO総会について（講演）（上岡恵子）新しい人口動態における雇用と社会的保護（講演）（松本真紀子）
政府の立場から（講演）（寺村健作）労働者の立場から（講演）（城尾英紀）使用者の立場から（講演）（間利子
晃一）人口高齢化と雇用，社会保障（講演）（奥西好夫）	質疑応答とパネルディスカッション　　新たな人口動
態変化における雇用と社会的保護に関する決議（第102回ILO総会決議）

 VII　歴史

100．総　記　�

特集 市民活動・市民運動と市民活動資料，市民活動資料センター		  大原社会問題研究所雑誌	 666	 14.4
資料と活動の交流拠点だった「都立多摩社会教育会館　市民活動サービスコーナー」（山家利子）資料保管運動
から資料センター開設まで（江頭晃子）“市民活動資料”に，人びとの息遣いを訊く（杉山　弘）誰が，どんな
思いで，誰に残すのか（安東つとむ）「市民活動資料」センターと市民運動を支える社会教育（荒井容子）「市
民活動資料」の保存・調査・活用をめぐって（中村　修）市民活動資料（平川千宏）

*新横須賀市史		  横須賀市	 A5.1163	 14.8
*商人の輿論をつくる！　渋沢栄一と東京商法会議所		  渋沢栄一記念財団渋沢史料館	 B5.77	 14.10
*近代の日本と朝鮮	 君島和彦編	 東京堂出版	 A5.401	 14.9

101．生活・労働史（日本）　�

*成澤むつ子遺稿・追悼文集		  発行：成澤榮壽　印刷：長野若槻園コロニー印刷	 B6.206	 00.3
*気まま人生に乾杯！	 宮田栄次郎遺稿集刊行委員会編	 京都社会労働問題研究所	 B6.294	 14.11

110．社会主義運動史（日本）　�

日本社会党における佐々木更三派の歴史（インタビュー）	（曽我祐次）	 大原社会問題研究所雑誌	 665	 14.3
112．諸社会運動史　�

青木聡子著『ドイツにおける原子力施設反対運動の展開―環境志向型社会へのイニシアティヴ』（書評）
	 本田　宏	 大原社会問題研究所雑誌	 667	 14.5
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